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UFSM, an abbreviation of "Urban Fire Spread Model", has been proposed as a physics-based model to represent fire 
spread behavior in urban areas. It thinks that An urban-fire-spread risk assessment system employing the proposed 
model is widely spread, however, it tends to exhibit following problems. 
1)A visual operation can not be used     2)Manipulatory platforms are not united 
In this study, an interface to make input-data, such as information on buildings, geographyic features, and weather 
conditions, necessary to analyze by the proposed model, and an interface to display analytical results by the proposed 
model on GIS. These interfaces enabled visible and united operation, and this study becomes foundation of the system 
which simulated and evaluated urban characteristics, such as a position of fire-fighting-water supply, road networks, 
and seismic ground motions. 
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１．研究の⢛᥊
多くの建物が建て⹣まった状態にある密集市街地で発生した火災は、㓞接する建物へとኈᤃに延焼し、広
範囲の㗔域をᏎき込߻市街地火災へと発ዷする可能性がある。大ⷙᮨな延焼火災の危険性にᦑされる市街地
は、大都市を中心に広く全国に分布しているが、京都などのように木造の伝統的建築物で構成される市街地
もやはり密集市街地に分㘃され、同᭽な問題を抱えている。こうした市街地火災に対して対策を⻠じ、ⵍ害
を最小限に㘩いᱛめるには、市街地の延焼危険性を定㊂的に評価するための手法が必要である。こうした目
的の下、筆者らは、現象の物理的知見に基づく市街地火災延焼性状੍᷹ࡕデル（以下、田中・ᮘ本ࡕデルと
する。）の開発をㅴめてきた1)。この田中・ᮘ本ࡕデルでは、火災建物からのユ኿ᾲ伝㆐、火災建物の㘑下
側に形成されるᾲ気流による対流ᾲ伝㆐、また市街地㘑によって㘧ᢔする火の☳を建物間の火災拡大要因と
しており、こうしたᾲ的環境にᦑされる個々の建物の火災性状を੍᷹することで、市街地全体の火災延焼性
状を੍᷹している2)。
さて、この田中・ᮘ本ࡕデルのように、現象の物理的知見に基づいて定ᑼ化されたࡕデルでは、経験的な
延焼ࡕデルに比べ、延焼火災に対する᭽々な対策の有効性を合理的なዤ度で評価できるという特㐳を有して
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2いる3)。ただしᓥ᧪、田中・ᮘ本ࡕデルを利用して੍᷹計▚を実ᣉするには、プログラミング言⺆に関する
基␆的な知識が必要とされ、そのための入力データ（建物の形状や構造に関する条件、内部に積タされる可
燃物の条件、外気᷷や㘑向・㘑ㅦといった気象条件、さらには出火の時ೞや場所）の૞成も࠹キストデータ
の✬集によって行われてきたのが実状である。また、計▚結果の可視化には、Virtual Reality Modeling 
Language形ᑼ（以下、VRML形ᑼとする。）がណ用されており、ᠲ૞のプラットフࠜーࡓは多ጘにわたって
いる。こうしたことが田中・ᮘ本ࡕデルの防災計画の実ോへのዉ入をᅹげてきた面があることもุめない。
そこで本報のシス࠹ࡓ（以下、本入出力シス࠹ࡓとする。）では、田中・ᮘ本ࡕデルを市⽼のGIS
（Geographic Information System）ソフト࠙ࠚアにタせて、GISを解ᨆの統一プラットフࠜーࡓとしてណ用す
ることで、視ⷡ的なᠲ૞により延焼シミュレーションを可能とすることを目的としている。これにより、都
市防災に関する基␆的な知識とGISᠲ૞に関するᛛⴚを有している者であれば、延焼動態を解ᨆし、防災対
策の有効性について検討をㅴめることが出᧪るようになる。また、この研究成果は今後、ᶖ防水利や道路幅
員など⒳々の地理的データ、建物内部のოや階などの空間データを評価する統合的な市街地延焼リスク評価
シス࠹ࡓの基ᐙシス࠹ࡓとなる。
本報では、GIS上で田中・ᮘ本ࡕデルに関わる入出力データのᠲ૞を行うインターフࠚースの流れを整理
し、GISによる一元的な入出力データ▤理手法について検討を加える。
２．)+5を↪いた火災ᑧ὾リスク評価のた߼の౉಴ജ࠺ー࠲ᠲ૞のᵹれ 
田中・ᮘ本ࡕデルでは、表1のデータを入出力データとして取ᛒう。
ᓥ᧪、田中・ᮘ本ࡕデルによる計▚では、図1に示すとおり、入力データのうち、᭎要・ࡁード・ოデー
タについては建物情報の࠹キストデータから情報を᛽出し、入力データの形ᑼに合わせて✬集を行っていた。
また、田中・ᮘ本ࡕデルの解ᨆ結果は、VRML形ᑼでの表示にあわせたフࠜーマットで૞成され、延焼の᭽
子は時間ߏとの画像データとしてಣ理されていた。
表1 田中・ᮘ本ࡕデルの解ᨆに用いられる入出力データ（ฦcsv形ᑼ）
࠺ー࠲ฬ（౉ജ） ౝ  ኈ 
᭎要 建‛⒳೎߿㓏高╬のฦ建‛ᖱႎとޔ᳇⽎᧦ઙ╬の市街地ᖱႎ 
ࡁー࠼ ฦ建‛のࡁー࠼(㓈ⷺㇱ)ᐳᮡ 
ო ᭴ᚑࡁー࠼╬ޔო面のᖱႎ 
開ญ 開ญㇱの૏⟎とᄢきさ 
ᒻᘒଥᢙ 建‛㑆のᑧ὾におけるユ኿ᾲ▚ቯに↪いるଥᢙ 
開ญㇱ᧚のᾲ‛性 ㇱ᧚（開ญㇱ）のᾲ‛性 
ოのᾲ‛性 ㇱ᧚（ო）のᾲ‛性 
࠺ー࠲ฬ（಴ജ） ౝ  ኈ 
ᑧ὾動ᘒ Ά὾状ᘒをᤨ♽೉にㅊ〔したนⷞൻ結果 
ߘのઁછᗧの⸘▚ᄌᢙ ᑧ὾੍᷹⸘▚のㆊ⒟ߢ೑↪されているᄌᢙߪޔߤのようߥ߽のߢ߽಴ജߢきるޕ 
図1 ᓥ᧪の田中・ᮘ本ࡕデルでの૞ᬺの流れ
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3 一方、本研究で構築したGISを用いた入出力データ૞成は、地図上でのᠲ૞やGIS上からの外部プログラࡓ
の起動により行うことができる。出力結果は、GISデータにઃ与し、ౣびGIS上で表示を行う。（図2）
以下に、本入出力シス࠹ࡓを活用した入力データ૞成の流れを説明する。本入出力シス࠹ࡓは、
ArcMap9.2を用いて開発しており、これを用いた検討は、Pentium(R)4、CPU3.2GHzの環境下で行った。
まず、本入出力シス࠹ࡓでの解ᨆに用意するGISデータは、表2のとおりである。今回は、立命館大学21世
♿COEޡ文化遺産をᩭとした歴史都市の防災研究拠点ޢの成果である京都市3次元データを活用した。
 
図2 本入出力シス࠹ࡓを用いた૞ᬺの流れ
表2 本入出力シス࠹ࡓでの解ᨆに必要なGISデータの属性値
ዻ 性 ୯ ౝ  ኈ
建‛ᒻ状 建‛のࡐリࠧン࠺ー࠲ޕ
建‛⇟ภ 市街地࠺ー࠲ౝの全ての建‛のㅢし⇟ภޕ
建‛⒳೎
都市⸘↹࿑の分㘃ߢߪ᥉ㅢ建‛ޔၷ‗建‛╬に඙分されるޕ⹦⚦⺞ᩏにၮߠいてޔ⵻木造ޔ
防火木造といߞたように⹦⚦ߥ分㘃とするߎと߽น能ߢ޽るޕ
1Fᐥ面Ⓧ GIS建‛ᒻ状࠺ー࠲から୯を▚಴ޕ
重ᔃ（XޔY） GIS建‛ᒻ状࠺ー࠲から୯を▚಴ޕ
ᮡ高（ᐥ面ޔደᩮ） 地ᒻᖱႎ߿ⓨਛ౮⌀ᖱႎにၮߠいたᮡ高ᖱႎޕ
建‛高さ （ደᩮᮡ高）㧙（ᐥ面ᮡ高）
㓏 ᢙ
⹦⚦⺞ᩏ結果が޽れ߫ޔߘの୯をណ↪ߢきるがޔ建‛高さからផ⸘するߎと߽น能ߢ޽るޕ
今࿁ߪޔᐔဋ㓏高が3.5mとߥるようにޔ建‛高さから㓏ᢙをផ⸘したޕ
㓏 高 （建‛高さ）÷（㓏ᢙ）
᭎要・ࡁード・ოデータについては、用
意したGISデータを用いて、本入出力シス࠹
ࡓで૞成したインターフࠚースにより、GIS
画面上での建物の選択や、気象条件╬に関
する値の入力によって૞成することができ
る（図3）。࡙ーࠩーが⸳定する㗄目は、以
下の6㗄目である。
1） 可燃物密度
2） 固定可燃物の初期㔺出表面積比
3） 外気᷷、㘑向、㘑ㅦ
4） 解ᨆ範囲（地図上から選択）
5） 出火建物（地図上から選択）
6） 出火ቶ
 
図 3 ᭎要・ࡁード・ოデータの⸳定画面
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4開口・形態係数データについては、田中・ᮘ本ࡕデルにおいて᭎要・ࡁード・ოデータからこれらを૞成
するプログラࡓが用意されており、GIS上ではこの外部プログラࡓを๭び出すインターフࠚースを用意した。
開口・形態係数データは、このプログラࡓを用いて、GISのバックグラ࠙ンドで૞成される。
開口部᧚とო部᧚のᾲ物性データについては、GIS上から೎ㅜࠛクセルマクロを起動するインターフࠚー
スを用意した。起動させたࠛクセル上で、ᾲ伝ዉ₸や比ᾲ、฽水₸や燃えᛮけの限界時間など、ฦ⒳必要㗄
目を入力することで、開口部᧚とოのᾲ物性データを૞成することができる。例として、ო部᧚のᾲ物性の
⸳定画面を図4に示す。
壁ㇱ材のᾲ物ᕈ䉕設ቯし䉁䈜䇯䂔ᨒ䈮ᔅ要㗄目䉕入力の䈉䈋、㩹㫄㫎.㪺㫊㫍の作成㩹ボタン䉕᛼し䈩䈒䈣䈘䈇䇯
㗄目 ㇱ材⇟ภ ㇱ材分ഀ数 壁ㇱ材のෘ䈘 分ഀ᏷ ᾲ伝ዉ₸ Ყ重 Ყᾲ ฽水₸ 㒢⇇時間
න૏ 㪄 㪄 㩿㫄㪀 㩿㫄㪀 㩿㫂㪮㪆㩿㫄･㪢㪀㪀 㩿㫂㪾㪆ণ㪀 㩿㫂㪡㪆㩿㫂㪾䊶㪢㪀㪀 㩿㫂㪾㪆㫂㪾㪀 㩿㫄㫀㫅㪀
1 0.00000
2 0.00000
3 0.00000
4 0.00000
5 0.00000
6 0.00000
7 0.00000
8 0.00000
9 0.00000
10 0.00000
11 0.00000
12 0.00000
13 0.00000
14 0.00000
15 0.00000
16 0.00000
17 0.00000
18 0.00000
19 0.00000
20 0.00000
㫅㪮㪯䋺ㇱ材分ഀ数
㪻㫎㪯䋺分ഀ᏷
㪮䋺壁ㇱ材のෘ䈘
入力㗄目
ᄖⵝ材䈻の
⌕火の᦭ή
㫄㫎.㪺㫊㫍の作成
᳽᳽᳽
1㪆2㪻㪮㪯 㪻㪮㪯 1㪆2㪻㪮㪯㪻㪮㪯᳽᳽᳽
1 2 䌮㪮㪯㪄1 䌮㪮㪯᳽᳽᳽
㪮
䉥ール䉪リア
図 4 ო部᧚のᾲ物性の⸳定画面
 これまでの一連の延焼計▚の入力データ૞成にあたっては、対象範囲の建物情報を࠹キストデータの中か
ら᛽出する૞ᬺと比較し、GISを用いた本入出力シス࠹ࡓを活用することで、大幅な૞ᬺᡷༀを行うことが
できた。参考として、検討に㓙して対象とした⚂8,000᫟の᭎要・ࡁード・ოデータを૞成するのに要した
時間は⚂3分間であった。
こうして本入出力シス࠹ࡓを用いて૞成した延焼計▚の入力データを用いて、延焼動態の解ᨆを行う。解
ᨆ結果のうち、છ意の計▚変数についても入出力シス࠹ࡓでの取ᛒいを検討しているが、本報では、表3に
示す延焼動態に関する情報を解ᨆ結果として取ᛒう。
表 3 延焼動態の計▚結果（csv 形ᑼ）
属 性 値 内  ኈ
建物᷷度(時ೞ0)
･･･
建物᷷度(⚳ੌ時ೞ)
ここでは延焼動態の指標として、ฦ建物における時間ߏとの᷷度を取ᛒっているが、燃焼
前・燃焼中・燃焼後といったフラグをたてることも可能である。
この解ᨆ結果をGISデータの建物属性値に⚵み入れ、GIS上で建物の延焼動態に関する表示を行うことが
できる。
まず、本入出力シス࠹ࡓの結果出力インターフࠚースを用いて、延焼の計▚上の⸳定である時間間㓒や総
計▚時間などを入力した上で、プログラࡓを起動すると解ᨆ結果データであるcsvデータを⺒み取り、GISデ
ータの建物属性値に書き込߻。
これにより表2に加え、表3の属性値を持ったGISデータが૞成され、これを用いて出力結果の表示を行う。
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5出力結果は、図5に示すように時♽೉の建物᷷度の変化を表示させて、燃え広がりの᭽子を表現させている。
燃焼開ᆎから60分後                   燃焼開ᆎから120分後
燃焼開ᆎから180分後                  燃焼開ᆎから240分後
図5 ArcGIS上での延焼動態の表示例（ع：᷷度上昇中、ع：燃焼中、ع：燃焼後）
延焼計▚の出力૞ᬺにあたって参考として、検討に㓙して対象とした⚂8,000᫟についての解ᨆ結果のcsv
データを⺒み取り、GISデータの建物属性値に書き込߻૞ᬺに要した時間は、⚂3時間である。これについて
は、現在、延焼計▚の結果を田中・ᮘ本ࡕデルでの出力結果表示に用いるVRML形ᑼに近い᭽ᑼで૞成して
おり、これをᡷༀすることで、今後のᡷ良が期待できる。GISデータに書き込んだ情報を出力結果として表
示する૞ᬺには、時間を要しない。
３．まと߼と今後のዷ開 
 入力データ૞成と解ᨆ結果表示をGISでᠲ૞可能としたことで、視ⷡ的でኈᤃなᠲ૞が可能となった。特
に入力データの૞成は、解ᨆの対象範囲を選択したり、出火建物を⸳定したりといった૞ᬺを、⤘大な࠹キ
スト情報の中からの᛽出ではなく、視ⷡ的に行えるようにしたことで、大幅なᠲ૞性の向上、時間短縮を行
うことができた。
一方で、解ᨆ結果表示については、延焼計▚の結果、૞成されるデータをGISデータにタせる㓙に㐳時間
を要し、これについては今後のᡷༀを必要とする。
 このほか、GISᠲ૞の手㗅ではᠲ૞の◲ଢ化や࡙ーࠩーの⒳々の要求に応じる仕᭽の柔軟性にᡷༀの余地
がある。
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6 さらに、本入出力シス࠹ࡓは、現状評価だけでなく、防災対策の効果を評価するシス࠹ࡓとして発ዷさせ
ることを想定している。特に、京都市にઍ表される歴史的な木造密集市街地の対策としては、道路の拡幅や
⠴火建築への建ᦧえといった防災対策を行うことが歴史的な環境を៊ߨることにつながる場合がある。そこ
で想定される対策としては、ᶖ防水利のㆡ正な配置や、一部のოや間仕切りの⠴火化といったものとなろう。
防災対策を評価するシス࠹ࡓとして本研究を位置づけた場合、現在はGISデータの建物形状の変更や、建物
属性値のうち建物⒳೎の変更といったように建物単位で、防災対策を෻ᤋさせることはできるが、ო単位・
階単位で建物のᡷ変を評価することはできない。
ᶖ防水利や道路幅員、地震動など⒳々の地理的データや、ᶖ防に係る人の配置、可៝ポンプの配置などの
社会的データをタせることで、可៝ポンプを移動させる住民の行動を෻ᤋした計▚を行うことで、可៝ポン
プの活用による地域ᶖ防力の向上の効果を評価するシス࠹ࡓを構築することも想定される。
 今後は、本入出力シス࠹ࡓを発ዷさせ、田中・ᮘ本ࡕデルを用いた延焼危険性総合評価࠷ールとして、例
えば、間仕切りოのᡷ変・補強や、⓹ࠟラスの᧚⾰の変更といった建築部᧚スケールの対策から、⚦街路の
広幅員化やᶖ防水利のㆡ正配置といった都市計画的なスケールの対策まで、ᓥ᧪の࠷ールでは検討できなか
った、これら空間スケールの異なる᭽々な対策の有効性を定㊂的に評価できる都市計画࠷ールとしていきた
い。
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